
総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

35,734

4,721

       0.60

40,455

H28年度

44,710

35,734

9,532

25,646

556

35,734

39,504

4,622

       0.60

44,126

H29年度

44,710

39,504

11,960

21,276

6,268

39,504

44,710

4,685

       0.60

49,395

H30年度

13.17 0.00

44,710

10,972

21,823

11,915

44,710

合併浄化槽の普及により、生活環境の保全と公衆衛生が向上する。

下水道事業の全体計画が大幅に見直された場合（縮減）、
 汚水処理が合併処理浄化槽へ転換することから大幅な需要
の増加が見込まれる。

転換5人槽13基　7人槽21基　10人槽2基
転換外5人槽10基　7人槽1基　10人槽1基
 合計48基
撤去26基

【平成28年度　事業内容】

転換5人槽7基　7人槽17基　10人槽5基
転換外5人槽20基　7人槽3基　10人槽2基
 合計54基
撤去20基

【平成29年度　事業内容】

転換5人槽12基　7人槽25基　10人槽3基
転換外5人槽10基　7人槽9基　10人槽1基
 合計60基
撤去32基

【平成30年度　事業内容】

公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業計画区域以
 外の地域に対し、浄化槽の設置等に係る助成を行う。

浄化槽設置整備事業（政策）

公共下水道事業認可区域及
 び農業集落排水事業計画区
域以外の住民(7年以内の整
 備予定がない地域を含む)

11

対象

01
04

期間限定複数年度　（平成30年度～平成34年度）

かすみがうら市浄化槽等設置事業費補助金

 交付要項

なし

01

行政主体

水質保全及び生活環境の向上を図るため、家庭雑排水の適正処理と周辺の水質浄化を行う。

01

平成29年度

補助事業

19 負担金、補助及び交付金

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

業務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

市総合計画での高度処理型合併処理浄化槽の設置推進に結びついている。

合併浄化槽設置地域は下水道の未普及地であり妥当である。

H28年度

■余地がない □見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

未処理汚水による水質汚染を幅広く知ってもらうことで汲取り、単独槽からの切替の推進を
図る。

補助を廃止した場合、汲取り、単独浄化槽からの転換が減少すると思われる。また、公衆衛生
世帯が減少するため水質汚染につながる。

下水道整備区域に対し税金を投入していることから妥当である。

H29年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

浄化槽補助金交付には、現在、受付・検査等を委託しており補助金交付についての起案と補助
金交付を現在職員が行っている。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

補助金額には、国、県補助も含まれ、全国的に補助を行っていること、下水道整備区域への公
費負担を考えると、公平であると考える。

      48.00       54.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助による高度処理型合併浄化槽設置基数
      60.00       60.00       60.00

       0.00        0.00        0.00

補助設置基数

事業の目的である、環境保全としての水質浄化を促進するため汲み取りや単独浄化槽からの転
換してもらうよう周知していく。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

高度処理浄化槽への転換の促進及び補助金の予算確保に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

県事業（湖沼水質浄化接続事業）を含め浄化槽関連補助事業の長期的政策の検討を要する

基

      11.47       11.80        0.00

       0.00        0.00        0.00

行政人口に占める合併浄化槽による汚水処理人口の比率
      11.20       10.50       10.80

       0.00        0.00        0.00

汚水処理人口普及率 ％



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

32,662

0

       0.00

32,662

H28年度

0

32,662

0

0

32,662

32,662

52,625

0

       0.00

52,625

H29年度

70,000

52,625

0

0

52,625

52,625

0

0

       0.00

0

H30年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

公衆衛生の機能確保、生活環境の維持、公共用水域の水質環境の維持が図られる。

なし

都市計画道路神立停車場線に係る汚水管
 渠移設工事
その他附帯工事

【平成28年度　事業内容】

都市計画道路神立停車場線に係る汚水管
 渠移設工事
その他附帯工事

【平成29年度　事業内容】 【平成30年度　事業内容】

本事業は、道路の新設開通などにより新たに必要となる下
 水道施設について対応する。

街路整備事業（政策）

公共下水道区域内住民

03

対象

01
08

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市下水道条例

公共下水道整備事業

04

行政主体

都市計画道路神立停車場線の道路新設に伴い、既設汚水管渠の移設等を実施し、施設の機能維持を図る。

03

平成29年度

施設等整備

15 工事請負費

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

工務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

下水道の計画的整備に対応している。

下水道法に基づく下水道事業のため。

H28年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

関係各課との連携により工期短縮。

神立停車場線に係る整備を行うため沿線上の下水道の利用ができなくなる。

上水道整備、道路整備を一体的に整備することでコストの削減、工期短縮が図れる。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

関係課との一体的整備によりコスト削減を図ることが出来る。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

事業認可に基づき必要な個所を整備していることから公平性がある。

       0.00      987.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

管渠移設延長
       0.00      987.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

管渠移設

関係事業課と一体的に整備をしコストの削減を努める一方、加入促進を行い使用料の増につな
げていく。

長谷川文男
■終了　□廃止　□休止　□統廃合　□継続（□見直し　□現状維持）

特になし

石塚洋二
■終了　□廃止　□休止　□統廃合　□継続（□見直し　□現状維持）

特になし

ｍ

       0.00      987.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

       0.00      987.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

管渠移設 ｍ



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

0
0

18,608

2,361

       0.30

20,969

H28年度

29,468

18,608

0

0

18,608

18,608

0
0

19,138

2,311

       0.30

21,449

H29年度

24,500

19,138

0

0

19,138

19,138

246
1,589
10,077

2,343

       0.30

14,255

H30年度

-37.7 -51.3

11,912

0

0

11,912

11,912

長期的かつ計画的な事業の実施に向けた全体計画を策定することにより確実な事業運営が図れる。

下水道区域内汚水の最適処理を実現するための管理運営。

・市流域関連公共下水道事業計画の見直
 し
・公共下水道雨水計画見直しのための調
 査
・排水設備及び浄化槽等管理業務の委託
 ・受益者負担金システム導入

【平成28年度　事業内容】

下水道事業認可変更業務委託
下水道排水設備等管理業務委託

【平成29年度　事業内容】

排水設備及び浄化槽等管理業務の委託

【平成30年度　事業内容】

下水道事業の適切な管理運営を図る。

下水道総務事業（政策）

下水道事業計画認可区域内
 住民

03

対象

04
01

単年度のみ

下水道法

なし

01

行政主体

下水道事業の効率的な事業の執行を図る。

01

平成29年度

管理・運営

04 共済費
07 賃金
13 委託料

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

工務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

市総合計画の施策内容に対応している。

下水道法及び都市計画に基づく下水道事業認可への対応が必要である。
下水道事業における雨水排水の計画的な整備に関するものである。

H28年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

雨水排水については関係各課との連携が必要不可欠である。

下水道事業に係る雨水対策ができなくなる。

関係各課との連携を図り一体的に整備することで、コストの削減及び工期短縮が図れる。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

関係各課との一体的な整備を行うことにより、コスト削減を図ることができる。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

事業認可に基づき対応しているため公平性がある。

       3.00        3.00        0.00

     205.54        0.00        0.00

       3.00        3.00        0.00

     187.70        0.00        0.00

下水道事業認可変更に係る関係機関協議

地域住民への冠水被害の影響が解消するよう関係各課と連携し、最良の手法を検討し一体的な
整備を行っていく。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

下水道事業の運営・管理を関係機関と協議し、各種計画により安定した運営に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

計画的に安定運営を図ること

回

       1.00        2.00        0.00

       1.00        0.00        0.00

認可変更（期間延伸）
       1.00        2.00        0.00

       1.00        0.00        0.00

下水道事業認可変更 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

10,050
0

2,361

       0.30

12,411

H28年度

22,300

10,050

5,000

0

5,050

10,050

24,782
0

2,311

       0.30

27,093

H29年度

31,441

24,782

1,717

0

23,065

24,782

0
16,751

2,343

       0.30

19,094

H30年度

-32.4 -46.7

16,751

7,000

0

9,751

16,751

管渠更新時期の延伸による財政負担の分散化、平準化が図れる。

公共下水道下原処理分区については、H28年度に策定した
長寿命化計画書に基づき管渠施設の実施設計及び改築工事
 を実施する。
現行の長寿命化計画はH31までとなるため、以降は公共
下水道区域内全施設についてストックマネジメント計画
へ移行する。平成32年度までに調査及び計画書策定を行う
 ことで検討中。

・長寿命化計画策定（下原処理分区）
・下水道資産台帳整備

【平成28年度　事業内容】

長寿命化実施設計（下原処理分区）
下水道資産台帳整備

【平成29年度　事業内容】

長寿命化計画策定に伴う改築工事

【平成30年度　事業内容】

本事業は，市が管理する下水道施設の維持管理を目的とし
 ており，事後保全的な対応から施設の改築更新を予防的に
対応する。ついては，下水道施設の長寿命化計画を図り，
 予算平準化及び維持管理費用の縮減を行う。

下水道維持事業（政策）

公共下水道区域内住民

03

対象

04
01

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市下水道条例

特環公共下水道維持事業（
 政策）

01

行政主体

公共下水道事業で整備した施設の適正な維持管理を行い、効率的な下水道の処理を図る。

02

平成29年度

管理・運営

13 委託料
15 工事請負費

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

工務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

市総合計画の適切な維持管理に対応している。

地財法第6条、地公企業法第17条において、収入のみで経営が困難と認められる経費は一般会
 計繰入が認められており、環境保全という目的から妥当である考えます。
「高資本に要する経費」「分流式下水道に要する経費」は繰入基準に定められている。

H28年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

下水道資産を適正に把握し長寿命化計画を作成したことで、修繕の平準化を図り、継続的に安
定な運営を行うことが出来る。

老朽化による下水道施設の停止は住民生活に多大な影響を及ぼすことになる。

隣接している農業集落排水が公共下水道へ統廃合することにより維持管理費の削減を図ること
ができる。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

長寿命化計画（下原処理区）策定により工法等が選定され、多少の事業費削減見込めるが、他
処理区の下水道施設の老朽化も進んでいるため修繕量が年々増加していくことが懸念され、人
員の削減は難しい。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

市全域の下水道施設における老朽箇所を修繕しており安定した公平な運営を行っている。

       1.00        1.00        0.00

      60.00      100.00        0.00

長寿命化計画策定に係る実施設計委託実施

資産台帳作成のための資料収集（H27～H29）

       1.00        1.00        0.00

      60.00      100.00        0.00

長寿命化計画策定に係る設計委託

資産台帳作成準備

これからの下水道運営の在り方は、新設から維持管理へとシフトしてきており、老朽化に伴う
維持管理が不可欠である。長寿命化計画等の計画に基づき積極的かつ平準化を図りながら安定
した運営を目指す。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

修繕箇所の優先順位に留意し、計画的に維持管理を行い安定した運営に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

計画的かつ安定した運営に努める

件

％

      60.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成
      60.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

下水道資産台帳作成 ％



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

4,422

1,967

       0.25

6,389

H28年度

5,800

4,422

0

0

4,422

4,422

14,740

1,926

       0.25

16,666

H29年度

15,908

14,740

0

0

14,740

14,740

0

1,952

       0.25

1,952

H30年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

管渠や処理施設の更新時期を延伸することで財政負担の分散化、平準化が図れる。

なし

・下水道資産台帳整備

【平成28年度　事業内容】

・下水道資産台帳整備

【平成29年度　事業内容】

ストック・マネジメント計画作成に
伴う調査委託

【平成30年度　事業内容】

志戸崎・田伏処理分区及び加茂・牛渡地区の処理場及び施
 設の長寿命化を図り維持管理を適切に行う。

特定環境保全公共下水道維持事業（政策）

特定環境保全公共下水道区
 域内住民

03

対象

04
01

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市下水道条例

公共下水道整備事業

01

行政主体

特定環境保全公共下水道事業で整備した施設の適正な維持管理を行い、効率的な汚水の処理を図る。

03

平成29年度

管理・運営

13 委託料

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

工務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

施設の適正な維持管理に努める。
資産の洗い出しを行うことにより適切な維持管理を行うことが出来る。

公共下水道事業であり市が維持管理をしていく。
公営企業法適用に向けて資産の把握が必要である。

H28年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

長期的な修繕計画を作成しこれに基づき維持管理することで費用の平準化が図れる。
資産を確認する資料をできるだけ収集することにより適正な資産の把握が可能になる。

施設の運転が停止すると住民は下水道施設を使用することが出来なくなる。
公営企業会計法適用化が推進できなくなるとともに、これからストックマネージメント計画を
作成するにあたり市章をきたす。

隣接している農業集落排水が特環公共下水道へ統廃合することにより農集の維持管理費の大幅
な削減につなげることが出来る。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

修繕計画を作成し平準化を図り、今ある施設の長寿命化を図り経費の削減を図る。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

下水道使用者が常に安心して使用できるよう維持管理をしている。

      60.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成のための資料収集（H27～H29)
      60.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成準備

維持管理の時代に入り修繕計画を作成し平準化を図り、今ある施設の長寿命化を図り経費の削
減を図る。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

施設の長寿命化対策を図り維持管理の経費縮減に努め安定した施設運営に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

計画的かつ安定した運営に努める

％

      60.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成
      60.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

下水道資産台帳作成 ％



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

270

4,328

       0.55

4,598

H28年度

1,820

270

0

0

270

270

360

4,237

       0.55

4,597

H29年度

920

360

0

0

360

360

470

4,294

       0.55

4,764

H30年度

30.55 -48.9

470

0

0

470

470

早期接続による下水道事業の経営安定化。

浄化槽撤去支援費補助金　90,000円×10件
水洗便所改造貸付資金の利子補給　100万円×1.95%×2件
※平成30年度以降の浄化槽撤去支援費補助金は平成29年度
 の実績を勘案し予算化する。また、新たな湖沼税による接
続補助金が検討されているため県補助の動向による。

・下水道接続支援費補助金
・浄化槽撤去支援費補助金
・水洗便所改造貸付資金の利子補給

【平成28年度　事業内容】

下水道接続支援費補助金
浄化槽撤去支援費補助金
水洗便所改造貸付資金の利子補給

【平成29年度　事業内容】

下水道接続支援費補助金
浄化槽撤去支援費補助金
水洗便所改造貸付資金の利子補給

【平成30年度　事業内容】

下水道接続支援費補助金や水洗便所改造貸付資金の利子補
 給をすることで、水洗化への促進を図る。

水洗化普及事業（政策）

下水道区域内住民

03

対象

04
01

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市水洗便所改造資金助成規則

なし

01

市民の関与

下水道の整備済み区域内の水洗化を早期に図る。

04

平成29年度

補助事業

19 負担金、補助及び交付金

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

業務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

総合計画における水洗化普及向上を目的としている。

下水道法により供用開始後３年以内の接続義務があることから加入促進の一貫として浄化槽撤
去補助を行い接続率向上に努めている。

H28年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

浄化槽撤去補助の申請は昨年より増加している。また、問い合わせ等も徐々に増えてきている
。

水洗化が進まず、水質環境が改善しなくなる。

供用開始して３年以内の接続補助金しかないため、接続を推進できる補助金等はない。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

補助内容を見直すことで補助額の削除を図ることが出来る。適正な予算要求が求められる。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

加入促進の一貫としての政策的な事業なので、公平でない部分も一部あるが、いろいろな政策
を試み前向きに事業推進していくことも必要と考える。

      50.00      198.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

水洗化推進のための戸別訪問戸数
     200.00      200.00      200.00

       0.00        0.00        0.00

訪問戸数

下水道法に基づき接続義務があることから、政策的に加入促進対策を行っているところである
。平成２９年度は補助申請が４件に増えたが、補助内容を再精査し加入促進を進め、水質環境
の改善に努めていく。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

下水道への接続向上を図るためPR活動及び加入促進活動に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

下水道加入促進に多方面からの検討を重ね促進に努める

戸

     104.00      108.00        0.00

       3.00        4.00        0.00

      50.00       50.00       50.00

      20.00       10.00        5.00

下水道接続戸数

下水道接続支援事業

戸

戸



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

10,082
16,263

139

3,148

       0.40

29,632

H28年度

54,028

26,484

0

2,000

24,484

26,484

5,211
56,712

91

3,082

       0.40

65,096

H29年度

59,428

62,014

0

0

62,014

62,014

0
3,460

0

3,123

       0.40

6,583

H30年度

-94.4 -94.1

3,460

0

0

3,460

3,460

公衆衛生の確保と生活環境の改善及び公共用水域の水質保全が図られる。

認可区域内の汚水管渠の整備を行う。

・管渠布設設計・工事
・都市計画道路神立停車場線新設に係る
 汚水管渠布設設計業務

【平成28年度　事業内容】

都市計画道路神立停車場線新設に係る汚
 水管渠布設設計業務、管渠布設工事
神立駅前区画整理事業に係る汚水管布設
 設計業務

【平成29年度　事業内容】

汚水管渠布設工事

【平成30年度　事業内容】

本事業は，市下水道事業計画に基づき下水道施設を整備し
 ている。また，道路の新設開通などにより新たに必要とな
る下水道施設ついても，柔軟に下水道事業計画を変更し対
 応する。

公共下水道整備事業（政策）

公共下水道区域内住民

03

対象

04
01

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市下水道条例

特環公共下水道整備事業

02

行政主体

公共下水道区域内の施設整備を行うことにより、霞ヶ浦の水質保全及び生活環境の向上を図る。

01

平成29年度

施設等整備

13 委託料
15 工事請負費
17 公有財産購入費

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

工務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

下水道の計画的整備に対応している。

下水道法に基づく下水道事業のため。

H28年度

■余地がない □見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

関係各課との連携による工期短縮。

神立停車場線に係る整備を行うため沿線上の下水道の利用ができなくなる。

上水道整備、道路整備を一体的に整備することでコストの削減、工期短縮が図れる。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

関係課との一体的整備によりコスト削減を図ることが出来る。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

事業認可に基づき必要な個所を整備していることから公平性がある。

       3.00        3.00        0.00

     828.00      987.00        0.00

管渠布設に係る協議

管渠布設工事延長

       3.00        3.00        0.00

     828.00      946.00      120.00

都計道路等新設に係る関係機関協議

管渠布設

関係事業課と一体的に整備をしコストの削減を努める一方、加入促進を行い使用料の増につな
げていく。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

計画的な下水道施設の整備に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

整備については計画的かつ平準化した予算支出に努める

回

ｍ

       2.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

管渠布設実施設計
       2.00        1.00        1.00

       0.00        0.00        0.00

都計道路新設に係る管渠布設実施設計 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

12,312

2,754

       0.35

15,066

H28年度

12,500

12,312

0

0

12,312

12,312

10,104

2,696

       0.35

12,800

H29年度

10,908

10,104

0

0

10,104

10,104

0

2,733

       0.35

2,733

H30年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

管渠や処理施設の更新時期を延伸することで財政負担の分散化、平準化が図れる。

なし

処理場内修繕，中継ポンプ修繕，
マンホール修繕，処理場管理業務
農業集落排水施設資産台帳整備

【平成28年度　事業内容】

処理場内修繕，中継ポンプ修繕，
マンホール修繕，処理場管理業務
農業集落排水施設資産台帳整備

【平成29年度　事業内容】

農業集落排水統合に関する調査

【平成30年度　事業内容】

霞ヶ浦の水質浄化と農村環境を保全するため処理施設等の
 適正な維持管理を行い、農村地域の生活環境の向上を図る
。

農業集落排水維持管理事業（政策）

農業集落排水区域内住民

03

対象

05
01

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市農業集落排水事業設置管理

 条例

下水道事業

01

行政主体

霞ヶ浦の水質浄化と農村環境を保全するため処理施設等の適切な維持管理を行い，農村地域の生活環境の向上を
 図る。

01

平成29年度

管理・運営

13 委託料

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

工務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

施設の適正な維持管理に努める。
資産の洗い出しを行うことにより適切な維持管理を行うことが出来る。

農業集落排水事業であり市が維持管理をしていく。
公営企業法適用に向けて資産の把握が必要である。

H28年度

■余地がない □見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

長期的な修繕計画を作成しこれに基づき維持管理することで費用の平準化が図れる。
資産を確認する資料をできるだけ収集することにより適正な資産の把握が可能になる。

施設の運転が停止すると住民は農業集落排水施設を使用することが出来なくなる。
公営企業会計適用化が推進できなくなるとともに、これからストックマネージメント計画を作
成するにあたり支障をきたす。

隣接する公共下水道へ統廃合することにより農集の維持管理費の大幅な削減につなげることが
出来る。

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

修繕計画を作成し平準化を図り、今ある施設の長寿命化を図り経費の削減を図る。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

農業集落排水使用者が常に安心して使用できるよう維持管理をしている。

      50.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成のための資料収集
      50.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成準備

維持管理の時代に入り修繕計画を作成し平準化を図り、今ある施設の長寿命化を図り経費の削
減を図る。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

計画的な維持修繕を行い安定した運営を行うとともに、公共下水道への統合等も検討し将来的な維持管理費の削減に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

整備について計画的かつ平準化した予算支出に努める

％

      50.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

資産台帳作成整備率（H27～H29)
      50.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

下水道資産台帳作成 ％



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

自　　　　主　　　財　　　　源

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

270

4,721

       0.60

4,991

H28年度

920

270

0

0

270

270

630

4,622

       0.60

5,252

H29年度

470

630

0

0

630

630

470

4,685

       0.60

5,155

H30年度

-25.3 0.00

470

0

0

470

470

早期接続による農業集落排水事業の経営の安定化。

水洗便所改造貸付資金の利子補給　上限100万円×1.95%÷
 2×2件
浄化槽撤去支援費補助金　90,000円×5件
※平成30年度以降の浄化槽撤去支援補助金は平成30年度の
 実績を勘案し予算化する。また、平成３０年度より湖沼税
による新たな接続補助金を県が検討していることから動向
 をみて再度協議を行う。

・水洗便所改造資金利子補給金
・浄化槽撤去支援費補助金

【平成28年度　事業内容】

水洗便所改造資金利子補給金
浄化槽撤去支援費補助金　９件補助

【平成29年度　事業内容】

水洗便所改造資金利子補給金
浄化槽撤去支援費補助金

【平成30年度　事業内容】

浄化槽撤去支援費補助金及び水洗便所改造貸付資金の利子
 補給をすることで、水洗化への促進を図る。

水洗化普及事業（政策）

農業集落排水区域内住民

05

対象

05
01

継続　（　　  年度～　）

かすみがうら市水洗便所改造資金助成規則

なし

01

市民の関与

農業集落排水区域内の水洗化を早期に図る。

01

平成29年度

補助事業

19 負担金、補助及び交付金

1．自然の恵みを享受できるまちづくり

（2）快適な住環境の整備

2　下水道

①下水道の整備

下水道課

業務係

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

総合計画における水洗化普及工場を目的としている。

下水道法により供用開始後３年以内の接続義務があることから加入促進の一貫として浄化槽の
撤去補助を行い接続率向上に努めている。

H28年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

浄化槽撤去補助が昨年度３件から今年度は７件になり徐々に増加している。

水洗化が進まず、水質環境が改善しなくなる。

無し

H29年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

補助内容を見直すことで補助額の削減を図ることが出来る。適正な予算要求が求められる。

H30年度

■公平・公正である □見直す余地がある

加入促進の一貫としての政策的な事業なので、公平でない部分も一部あるが、いろいろな政策
を試み前向きに事業推進していくことも必要と考える。

     209.00       35.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

     150.00      150.00      150.00

       0.00        0.00        0.00

戸別訪問

下水道法に基づき接続義務があることから、政策的に加入促進対策を行っているところである
。平成２９年度は補助申請が７件あり接続件数も増えた。また、加入促進を進め水質環境の改
善のため努めていく。

長谷川文男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

農業集落排水への接続向上を図るためPR活動及び加入促進活動に努める。

石塚洋二
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

加入促進に多方面からの検討を重ね促進する

戸

      29.00       37.00        0.00

       0.00        7.00        0.00

      50.00       20.00       20.00

      10.00        5.00        5.00

接続戸数

下水道接続支援事業

戸

戸


